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研究成果の概要（和文）： 本研究では、日本の地方公共団体における自己統制に関する法制の現状と課題を東
アジア（特に韓国）と比較して検討した。主な成果は、次の３つである。第１に、地方公共団体が、行政不服審
査法をより適正に運営するための方法を検討して、残る課題を明らかにした。第２に、２０１７年に行われた監
査委員制度・住民訴訟制度の改革の問題を指摘し、より望ましい制度運用のあり方を明らかにした。第３に、韓
国の地方自治団体における自己統制の体系を明らかにした。

研究成果の概要（英文）： In this research, current status of legal system and its issues, which 
concern the Self-control System of Local Government in Japan compared with East Asia (especially 
South Korea) have been discussed. And there are mainly 3 achievements coming to conclusion. First of
 all, the methods of Administrative Complaint Review Act being operated appropriately by Local 
Government have been discussed and through which remaining issues are clarified. Secondly, the 
problem, which is about the Reform of the audit system and the citizen’s suits system in 2017 has 
been pointed out and meanwhile, an ideal way of being a more desirable system operation is 
clarified. Thirdly, the system of the Self-control in Korean Local Government is clarified.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 平成 26（2014）年に行政不服審査法が全
面改正された。また、地方分権により、日本
の国内行政では、地方公共団体の果たす役割
が、大きくなっており、地方公共団体におけ
る行政運営の適切な統制が重要となってき
ている。 
 
２．研究の目的 
本研究は、平成 27（2015）年度から平成

29（2017）年度までの 3 年間で、日本の地方
公共団体における自己統制法制（行政不服審
査、監査委員による監査その他の制度）に関
してその現状と課題を、地方公共団体におけ
る行政実務の把握と、東アジア諸国の制度及
び運用との比較を通して明らかにし、法改正
後の行政不服審査制度、監査制度等の運用改
善を図り、地方公共団体における総合的な自
己統制法制の確立を考究するものである。 
 
３．研究の方法 
（1）本研究では、まず、日本の地方公共団
体における自己統制に関して、行政不服審査
法及び監査制度（住民監査請求を含む）を中
心に、関連法改正の内容や、実際の法運用の
検討を行った。 
（2）そして、これに対比できるよう、韓国
の地方自治団体における自己統制の法制度
について、検討を行った。 
 
４．研究成果 
（1）地方公共団体の活動に対する統制主体
は、「当該地方公共団体自身」、「国の立法機
関・行政機関」、「裁判所」に大別される。
このうち裁判所による統制は違法な行政活
動に限定される。また、国の立法機関・行
政機関による統制は、地方分権改革を経て
縮減されてきている。その結果、当該地方公
共団体自身による統制（自己統制）が重要に
なっている。 
 ただ、地方公共団体の自己統制といっても、
統制の主体（機関）は、住民自身、議会、各
執行機関、監査委員など多様であり、統制の
方法・手段とその対象も多種多様である。効
果的・効率的な自己統制のためには、各統制
手段を体系的総合的にシステム化していく
ことが重要である。研究代表者・田中は、そ
の際の指導理念として、①有効性・経済性、
③適法性、③住民参加性を据えるべきと主張
している〔雑誌論文⑥〕。 
 
（2）折しも、平成 26（2014）年の行政不服
審査法の全部改正及び行政手続法の整備が
なされた（改正後の同法を以下「新行服法」
という）。また、平成 29（2017）年には、内
部統制制度の構築や、監査委員制度、住民監
査請求・住民訴訟制度の改革などを行う地方
自治法改正が行われた。これらの改正法の施
行期日は、平成 27（2015）年（行政手続法
改正）、平成 28（2016）年（新行服法）、平

成 30（2018）年又は平成 32（2020）年（地
方自治法改正）と、本研究期間をまたぐもの
である。そのため、本研究は地方公共団体に
おけるこれら法改正への対応（実務）と同時
並行的に展開された。 
 
（3）研究では、最初に新行服法に関する検
討を進めた。同法は、公正な手続の充実を図
るために、旧法と比べて、①不服申立ての方
法を審査請求に一本化し、②審理を処分担当
部門の職員以外の審理員に審理させ、③行政
不服審査会等の第三者機関に諮問すること
とし、④審理手続の充実化を図るなどした。
だが、小規模市町村における組織体制は、新
行服法を適切に運用するには十分なものと
なっていない。このため、新行服法は、各団
体に悪意があれば、重要な改正の相当箇所を
骨抜きにできるなどの問題がある。研究代表
者・田中は、〔図書〕⑥（第 4 章）において、
そうした課題を提示し、審理員として監査委
員（事務局職員）の指名などを提案していた
（新行服法施行後、いくつかの団体で、監査
委員が審査庁の機能を担っている）。また、
新行服法の「固有の資格」概念について、通
説の地方自治法等における「固有の資格」と
同じものという見解が実定法解釈として矛
盾していることを明らかにした（〔雑誌論文〕
⑧）。 
 
（4）各地方の行政不服審査会の委員には、
行政法研究者や弁護士など多くの専門家が
就いている。研究分担者・木佐は、かねて法
の担い手という観点から行政不服審査法制
を研究してきた（〔図書〕④・⑤参照）が、
これを基にして、福岡県行政不服審査会の会
長職に就き、審査請求の審理実務に携わった。
そして、審査基準上は適法な処分であっても
事実上の不利益変更となる処分の取消しを
答申し（本科研費平成 28 年度実績報告書）、
処分の不当性審査を実践してきた。また、審
理員の職に法曹有資格者職員が就いたり、非
常勤職員として弁護士が雇用されて審理員
として指名されたりする（いわゆる法曹審理
員）といった事例も見られる。このように、
新行服法によって国民の権利利益の救済が
進むように期待されたところであった。 
 
（5）だが、新行服法施行後、地方公共団体
における審査請求の認容率に変化はほとん
ど見られない。地方レベルでは、原処分庁の
理由提示の不備が顕著であったり、審査庁が
審査会答申を無視して棄却裁決をして当局
を身内としてかばったりするなど、不適切な
法運用が散見される。研究者・弁護士の中に
は、こうした実情から地方の行政不服審査会
委員を辞任する例が生じている。 
 本研究期間後、平成 30（2018）年 5 月 19
日に、日本弁護士連合会・行政不服審査法シ
ンポジウムが開催され、研究分担者・木佐が
行政不服審査会の課題を報告した。その内容



は、今後、専門雑誌等で公表される予定であ
る。新行服法の運用レベルでは、課題がなお
多数残っている。 
 
（6）次に、平成 29（2017）年の地方自治法
改正に伴い、地方公共団体に長による内部統
制制度が設けられた（都道府県・指定都市は
義務的、他の市区町村は任意）。この内部統
制制度は、法律上、財務運営の適正に主眼が
置かれるものとなっているが、総務省令事項
などがあり、本研究期間内には、その具体的
な内容を見通すことができなかった。 
 
（7）研究分担者・木佐は、そうした法律に
よる内部統制の制度化の動きとは関わりな
く、小規模自治体における行政の内部統制の
課題を、とくに合併をしなかった市町村の具
体例を検証することを通じて、検討した（〔雑
誌論文〕④、〔図書〕③）。 
 
（8）また、平成 29（2017）年の地方自治法
改正では、監査委員制度の専門性の向上や機
能強化に向けた制度改革がなされた。改革の
内容は、①議員選出監査委員の廃止（任意制）、
②監査委員の勧告権付与、③統一的な監査基
準の設定等である。③は本研究期間内には明
らかとならなかったが、研究代表者・田中は、
監査委員の監査の役割を踏まえた上で、③の
問題などを〔雑誌論文〕⑤で明らかにした。
いずれにせよ、地方公共団体が法治国家たる
に値する自己統制を果たすためには、その各
機関が、根拠法の立法目的を的確に判断しな
ければならない。研究代表者・田中は、最高
裁判例などを検討してそのための方法を明
らかにし（〔雑誌論文〕⑦）、また、その応用
形として、条例などにおける立法事実の確定
方法等について広く地方公共団体関係者に
普及させることができる形式で発刊した
（〔図書〕①）。 
 
（9）さらに、平成 29（2017）年の地方自治
法改正では、住民監査請求・住民訴訟におけ
る改正として、違法財務会計行為をなした職
員に対する責任の軽減（免責）制度、議会が
債権の放棄する場合における監査委員の意
見表明制度等が新たに創設された。この法改
正は、総じて、前記（1）自己統制向上の指
導理念における「住民参加性」からは真逆の
もので、問題が大きい（〔図書〕⑥第 5 章）。
ただ、法改正に至ったからには、地方公共団
体当局が目指す法改正の意図に関わらず、自
己統制の向上という観点からの法運用が肝
要である。そこで、研究代表者・田中は、当
該監査委員の意見をいかに合理的に示すか
についての考え方の枠組みなどを明らかに
した（〔図書〕②）。 
また、現在、天皇陛下の退位に伴う改元に

併せて恩赦が検討されていると報じられて
いる。昭和天皇の崩御による大喪の礼に際し
ては、恩赦に合わせ、「公務員等の懲戒免除

等に関する法律」（懲戒免除法）に基づく、
国・地方の公務員の懲戒免除・債務免除が行
われている。この前例に従えば、次の改元に
際して、国・地方で懲戒免除・債務免除がな
される可能性がある。当時は、住民訴訟で係
争中の職員に対する損害賠償請求権につい
ても、懲戒免除法により消滅したとされた
（ただし、下級審判決）。そうすると、今度
の改元に当たっても、懲戒免除法が適用され、
住民訴訟で争われていた大半の事件におけ
る職員に対する賠償請求権が免除とされる
おそれがある。〔図書〕②には、この懲戒免
除・賠償免除に警鐘を鳴らしている。 
 
（10）本研究では、韓国の地方自治団体にお
ける自己統制制度について比較検討を行っ
た。これについて研究代表者・田中は、研究
期間初年度に、予備的考察として、韓国の住
民監査請求・住民訴訟制度を検討した。韓国
の住民監査請求制度は、日本の事務監査請求
制度に類似し一定数の住民署名を要件とし
ているが、大都市ソウル特別市でも署名要件
数は 500 人であり、それほど多くはない。ま
た、韓国の地方自治団体には監査委員に相当
する機関が（当時は）なかったことから、監
査請求先が、国や広域自治団体となっていた。
そのため、住民監査請求制度は、自己統制と
いうよりも上級行政機関による監査（統制）
の性格を持っていた。さらに、住民監査請
求・住民訴訟の提起件数は日本と比べてかな
り少なく、また、住民勝訴が確定した判決も
当時はなかった。もっとも、韓国の住民監査
請求の請求対象は財務会計行為に限らない
し（住民訴訟は財務会計行為に限定）、請求
期間は事務処理終了から 2年間と日本の住民
監査請求期間の 2倍である。また、韓国には、
監査院（日本の会計検査院に類似する機関）
に対して地方自治団体の事務処理の監査を
求める国民監査請求制度があるなど、住民監
査請求と競合する制度もある。さらに、一部
の地方自治団体では、法定外の市民監査官
（オンブズマン）制度が取り入れられていて、
自己統制の向上に向けた取組が自主的に進
められている（以上につき〔図書〕⑥補論 3）。 
 
（11）（10）の事前考察を経て、平成 28（2016）
年 12 月、韓国地方自治法学会と共催で日韓
地方自治法シンポジウムを開催した。そこで
は、研究代表者・田中が、日本の地方公共団
体における自己統制制度について発表し
（〔学会発表〕①）、その内容を韓国語に翻訳
して、韓国の専門誌上で公表した（〔雑誌論
文〕⑤）。 
 
（12）同シンポジウムの韓国側の報告のうち
自己統制に関連する発表をベースとして、韓
国側の複数の論文を、研究代表者・田中は、
韓国側の依頼と了解の下で監訳し、コメント
を付して発表した（〔雑誌論文〕①・②・③）。 
 上記（10）の住民監査請求・住民訴訟制度



に見られるように、韓国の地方自治団体の統
制制度は、国や広域自治団体による統制（国
家関与法制）という傾向が強かった。しかし、
地方自治・地方分権の観点から、国等の統制
よりも自己統制の充実という観点が多く指
摘されている。また、公共監査法による自己
統制（地方自治団体自身による監査・統制）
が目指されているところであり、その仕組み
は、日本が平成 29（2017）年の地方自治法
改正で導入した内部統制の仕組みに類して
いるようにも見える。それゆえ、現在の韓国
の内部統制制度は、日本で導入する内部統制
制度にも参考となりそうである。なお、こう
した自己監査制度について、韓国では、全国
レベルでは、専門人材が不足していると指摘
されている。とはいえ、上記（10）でも扱っ
た市民監査官（例えばソウル特別市の市民監
査オンブズマン）については今後の充実・活
躍が期待されている。 
 ムン・ジェイン（文在寅）現・大統領は、
その選挙公約として、地方分権の推進を掲げ
て当選した。憲法改正なども構想されている。
本研究における「自己統制」という観点から
も韓国の動向に注目する必要があろう。 
 
（13）以上、本研究では、日本の地方公共団
体における自己統制に関わる法制度改革と
同時並行的にそのあり方を考察し、実際の制
度導入に向けた準備や運用実務に関わって、
研究成果を実務に生かすよう心掛けた。制度
の詳細が具体化していない段階での検討の
ために、今後は、具体的な制度と運用に照ら
した、詰めた研究を進めていく必要がある。 
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